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昭和3年から実施されている道路交通センサスは，我が国の日本全国の道路と道路交通の実態を把握し，

道路の計画や，建設，管理などについての基礎資料を得ることを目的として実施されている．整備された

データは，研究・実務の両面で有効活用されている． 

近年のICTの進展、道路整備に対する社会的ニーズの多様化にともない，道路交通センサスをはじめと

する調査体系は新たな進化の時代に入っている． 

本稿は，道路交通センサスの変遷を紹介するとともに，道路交通センサスの見直しとこれに関係すると

考えられる既往研究を整理する．これらを踏まえ道路交通センサス見直しにかかるの今後の方向性につい

て考察するものである． 
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1. はじめに 

全国道路・街路交通情勢調査（以下「道路交通センサ

ス」という．）は，昭和3年から実施されている道路に

関する代表的な調査であり，昭和55年度以降概ね5年ご

とに実施されている． 

調査体系は，図-1の通りである．一般交通量調査は，

道路区間の車道・歩道等の幅員構成など道路構造を調査

する道路状況調査，道路区間の平均旅行速度を調査する

旅行速度調査，道路区間の断面交通量を調査する交通量

調査の3つの調査で構成される．OD調査は，自動車の保

有者等に対して，調査対象日の自動車の運行状況や利用

目的などがアンケート方式により調査されている． 

今，道路交通センサスは，見直しが求められている．

社会資本整備審議会道路分科会国土幹線道路部会中間答

申 高速道路を中心とした「道路を賢く使う取組」（平

成27年7月30日）1)では，概ね5年に一度実施されてきた

道路交通センサスを中心とする現状の道路交通調査体系

について，ICTの進展に合わせ，ゼロベースで見直すこ

とが必要であり，見直しにあたっては，主要幹線ネット

ワークをはじめとした道路交通状況のきめ細やかな把握

に向け，今後の道路交通調査において「常時把握」，

「経路把握」，「関連調査の活用」が基本3原則とされ

ている．特にETC2.0プローブ情報などのICTの有効活用

が重要と考えられる． 

道路交通センサスは，調査実施時の時代背景や社会背

景，行政ニーズを反映しつつ，新たな調査や調査項目の

追加などの改善が行われてきた（第2章参照）．これら

改善には，道路交通調査に関わる研究蓄積が重要な役割

を果たしていると考えられる． 

そこで，本稿では，今後の道路交通センサスの見直し

に向け，研究視点からの知見整理を目的として，道路交

通センサスの変遷を紹介するとともに，道路交通センサ

スの見直しとこれに関係すると考えられる既往研究を整

理し，これら結果を踏まえ，道路交通センサスの今後の

方向性について考察するものである．なお，道路状況調

査は重要な調査であるものの，道路管理者保有のデータ

が中心となっていることから，本研究の整理対象から除

外することとした． 

自動車起終点調査
（OD調査）

オーナーインタビュー
OD調査

高速OD調査

一般交通量調査

交通量調査

旅行速度調査

道路状況調査

道路交通
センサス

図-1 道路交通センサスの調査体系 
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本稿の構成は以下の通りである．第2章では道路交通

センサスの変遷とこれに関係すると考えられる既往研究

を紹介する．第3章では今後の有効活用が期待される

ETC2.0プローブ情報の基本特性について整理する．第4

章では既往研究を参考に道路交通センサスの今後の方向

性について考察する．第5章で本稿をまとめる． 

2. 道路交通センサスの変遷2)3)とこれに関係する

と考えられる既往研究 

(1) 道路交通センサスの変遷 

道路交通センサスは，昭和3年に道路改良会が主催し

て国道および指定府県道30,984kmを対象に5,005地点にお

いて，交通量および道路交通状況の把握を目的とする調

査として初めて実施された．昭和33年度調査からは，そ

れまでの一般交通量調査に加えて，自動車起終点調査

（OD調査）が開始された．昭和40年度調査では，一般

交通量調査の対象に高速道路が加わり，昭和43年度調査

には旅行速度調査が開始された．昭和46年度調査では，

OD調査が全国規模に拡大され，昭和49年度調査で，OD

調査において休日調査が試行された．昭和55年度調査以

降，道路交通センサスは5年ごとに実施され，その中間

年（3年目）に一般交通量調査のみが行われるようにな

った．多少の改変は行われているものの，現在の調査体

系が構築されたといえる． 

道路交通センサスは，実施年次の時代背景や社会的背

景の要求を反映し，道路交通計画における基幹的なデー

タを収集する大規模な調査として実施されており，新た

な調査や調査項目が追加されたり種々の改善が少しづつ

行われてきた．例えば平成2年度以降の休日調査の実施

や，平成6年度以降のパソコンデータベースを用いた一

般交通量調査システムの全国配布などが実施されている． 

戦後の荒廃と泥道・砂利道の克服，近代道路行政の諸

制度の構築を経て，モータリゼーションの飛躍的進展、

高度経済成長の基盤としての道路ネットワークの構築と

ともに、道路交通センサスは調査内容が充実されている

（図-2）．平成に入り，道路交通センサスの充実路線は

転換を迎える．調査内容の拡充から調査の効率化に目が

向けられるようになった．財政難から調査コストが削減

され，調査の効率化が至上命題となってきた． 

このため，交通量調査においては，平成11年度調査で

は，観測箇所を削減する取組みが行われるようになり，

平成22年度調査では，交通量調査は平日のみの調査にな

っている．旅行速度調査に目を向けると，ICTの進展を

踏まえ，平成11年度調査ではプローブカー調査が導入さ

れ，平成22年度調査では一般車両のプローブデータ（民

間プローブデータ）が利用されるようになった．OD調

査については，平成22年度調査で簡易調査票の導入や路

側OD調査の廃止が行われている． 

(2) 道路交通センサスの見直しとこれに関係すると考

えられる既往研究 

1)既往研究の調査方法 

本研究では，土木学会-HP，J-STAGE-HPで公開されて

いる土木学会論文集（1944～），土木計画学研究・論文

集（1984～），土木学会論文集D3（土木計画学）（2011

～）を中心に調査した．調査にあたっては，道路交通セ

社会資本整備審議会道路分科会 第42回基本政策部会（平成25年2月6日）資料4)を基に作成

図-2 道路交通センサスの変遷 
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ンサスの見直しに関係するか否かという観点から，論文

タイトル，論文内容を確認の上，既往研究を抽出した． 

2)OD調査の変遷と既往研究 

道路交通センサスOD調査は，前述のとおり，昭和33

年度調査から導入された．調査は，アンケート調査によ

り実施されてきた．平成22年度高速OD調査にてインタ

ーネットによるアンケート調査が導入され5)，平成27年

度調査では，オーナーインタビューOD調査においても

インターネットによる回答と調査票による回答の2つの

回答方法が採用された6)． 

これらに関わる既往研究を整理する．昭和31年に米谷
5)は，都市内の交通形態を理解するため起終点調査の重

要性を指摘しており，その調査方法として，標本調査法

を適用すべきと提案している．直接的な関係が確認でき

ているわけではないものの，OD調査が開始された昭和

33年度少し前に提案されている． 

昭和59年に山形8)は，パーソントリップ調査を対象と

する家庭訪問調査において，性，年齢，世帯規模を基準

に構成した層別に調査不能発生率を確認し，層間で大き

な差があることを指摘している．さらに，この論文で取

り上げられた調査対象者の属性による調査不能発生率の

違いとそれに起因する推定量の偏りの問題は，パーソン

トリップ調査に特有な問題ではなく，OD調査にも存在

すると指摘している． 

平成12年に名取ら9)は，パーソントリップ調査におけ

るトリップの抜け落ち率はおおよそ20%であること，主

に帰宅に関連したトリップが抜け落ちやすいこと，そし

て回答者がトリップとして認識していないことを示して

いる．  

平成19年に遠藤ら10)は，パーソントリップ調査の効率

化，被験者の負担軽減という観点から，第4回北部九州

圏パーソントリップ調査におけるwebを活用した調査の

有効性とその特性を整理している．その結果，調査員の

労力軽減や調査費用の削減に効果があることを示すとと

もに，従来方式では回収率が低い層の回収率を向上させ，

被験者属性の偏りを低減する効果があることを示してい

る． 

平成20年に轟ら11)は，道路交通センサスなどにおける

アンケート調査の回答率の低下を問題として，webアン

ケートの効果的な活用方法を検討している．その結果，

web回答方法を適切に活用すれば，回収効率の向上やサ

ンプルの信頼性の確保が可能であることを示した．一方

で，母集団を反映したサンプルをとるためには，母集団

の構成を把握し，調査サンプルと照らし合わせ信頼性確

保を検討する必要があることを示している． 

3) 交通量調査について

道路交通センサス交通量調査は，基本的に人手による

計測が行われてきた．平成11年度調査より，路面設置型

の簡易トラフィックカウンタが導入され2)，平成22年度

調査より，路側設置型の簡易トラフィックカウンタが導

入され12)，交通量の非観測区間については推定が行われ

ている12)．また，機械観測と促進する観点から，歩行

者・自転車交通量の調査は任意調査となった． 

これらに関わる既往研究を整理する．平成1年に外井

ら12)は，5年に一度の調査の中間年の補完調査，直接観

測されていない区間（非観測区間）の交通量推定により，

区間交通量の現状を知ることを主たる目的として，交通

量の推定方法と観測点の最適配置計画を提案した上で，

実際の道路網に適用し，その実現可能性を示している．

平成22年度より導入された推定方法は，この研究アプロ

ーチとは異なるものの，古くから推定の利用が提案され

ていた．平成18年度に東ら14)は，交通量調査の観測コス

ト縮減の観点から，路側設置型の簡易トラフィックカウ

ンタの開発を行っている． 

4) 旅行速度調査について

道路交通センサス旅行速度調査は，昭和43年度から開

始されている．従来は，実走行調査により調査対象区間

の走行に要した時間を記録する形で調査が行われてきた．

実走行調査のため，走行回数が限られていた．平成17年

度調査よりプローブカー調査が導入されている．平成22

年度調査では通信型カーナビを搭載した車両の走行デー

タ（一般車プローブデータ）が活用されている12)． 

これらに関わる既往研究を整理する．昭和41年に高田

は，旅行速度の測定方法，速度の時間分布および空間分

布の性格を検討するとともに，走行車の瞬間速度の変動

を考慮した交通流の実態把握を試みている．研究の結果，

空間分布の重要性などの基礎的事項についてかなり明ら

かにすることができたと自身で考察している．直接的な

関係が確認できているわけではないものの，旅行速度調

査が開始された昭和43年度少し前に提案されている．． 

平成12年頃より，カーナビやGPS，PHSから収集され

る位置情報を用いた研究行われている15)16)．平成14年に

石田ら17)は，プローブカーによる走行速度調査の適用可

能性を確認しており，平成16年に牧村ら18)は，タクシー

にカーナビを搭載し，タクシーの走行データを用いて，

渋滞関連指標の推計を行っている． 

3. ETC2.0プローブ情報の基本特性

 ETC2.0プローブ情報のデータ取得の流れを図-3に示す．

ETC2.0プローブ情報はエンジンのON/OFF地点の前後一

定距離は，プライバシー保護のため消去される．また，
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データ蓄積容量の制約により，走行履歴は概ね80km分

の蓄積となっている． 

ETC2.0プローブ情報は，サンプルデータであるものの，

走行履歴を道路にマッチングすることで，任意の区間の

旅行速度，走行経路を把握することが可能である．また，

車種によらず，24時間365日のデータ収集が期待できる．

ETC2.0対応車載器の普及により，データの充実が期待さ

れる． 

ODについては，エンジンのON/OFF地点について，立

ち寄り地点かどうかを判別して，立ち寄り地点の場合は

移動途中，立ち寄り地点でない場合は目的地（起終点）

と判別して作成する必要がある．図-3中「目的地2」周

辺のように、次の路側機まで80km以上離れた区間に起

終点がある場合は目的地が不明となる． 

ETC2.0プローブ情報の走行履歴から得られる前後の測

位点の時間差に着目し，一定の時間閾値を設定の上，時

間閾値未満の場合は移動途中の立ち寄りとしてみなし，

前後をひとつの移動としてつなぐことでODの作成を試

みた（図-4）． 

図-5~図-8は，平成27年6月17日（水）のETC2.0プロー

ブ情報を利用し，時間閾値として15分，30分，60分，

120分の4つを設定して作成した結果である． 

起終点判別の時間閾値を短くすると，短い時間の立ち

寄りでもトリップが分割されるため，生成されるOD量

は多く，かつ所要時間や移動距離は短くなる．一方，時

間閾値を長くすると短い時間の立ち寄りが内包され，生

成されるOD量は少なく，かつ所要時間や移動距離は長

くなる． 

大型車の場合，起終点判別の時間閾値を変化させると，

所要時間や移動距離が変化する感度が，小型車より大き

くなった．この要因の1つとして，長距離移動の途中，

高速道路のSA･PA等で比較的長い時間休憩を取るため，

時間閾値を短くすると，真の起終点ではない地点が起終

点として判定されていると考えられる． 

個人のトリップ目的，車種により，立ち寄り時間は異

なる．図-9は，平成22年道路交通センサスOD調査結果

をもとに整理した乗用車と普通貨物者の駐車時間（≒滞

留時間）である．この図より，乗用車の駐車時間は長く，

普通貨物者の駐車時間は短い傾向にあることがわかる． 

ODの作成方法により，OD交通量そのものが大きく変

化することは重要な課題である．ODの作成方法につい

ては，今後の技術開発が必要と考えられる． 

(4)
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約80km
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図-3  ETC2.0プローブ情報のデータ取得の流れ 
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図-5 時間閾値別の小型車のOD所要時間分布 
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図-6 時間閾値別の小型車のOD移動距離分布 
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の時間差＆距離差（直線距離）を算出

車両毎に、時間差＆距離差から算出される
2点間速度に150km/hを超えるデータがあるか

異常データと判断し
て除外

Yes

No

2点間の時間差が、閾値（●分）以上の場合、かつ
時間差＆距離差から算出される速度が20km/h以下

トリップ分割を
行わない

No

Yes

当該地点（走行履歴）で
トリップ分割を行う

図-4  ETC2.0プローブ情報のデータ取得の流れ 
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4. 道路交通センサスの今後の方向性

石田は，平成11年19)，平成16年20)，平成23年21)の3度に

わたり交通調査の改革を提言している． 

平成11年には，交通調査の課題と望ましい改善の方向

性として次の6つを述べている． 

①量的調査への偏りとサービスレベルデータの不足 

②ユーザーの行動原理の解明と詳細行動データの不足 

③道路交通センサスとパーソントリップ調査の連携な

ど調査内容の調整 

④高度情報機器の活用と調査体系への組み込み 

⑤情報公開への対応 

⑥交通データが一つのシステムとして有機的に連携し

て稼働するプラットフォームの欠如 

平成16年には，交通調査・解析技術の変革への期待と

課題として次の3つを説明している． 

①低費用化の要請への対応 

②調査に関わるプライバシー保護，調査結果の計画政

策プロセスにおける活用，情報提供のあり方など

との連携 

③解析技術の高度化 

平成23年には， 危機にある大規模交通調査と題して，

Value For Moneyの喪失とそれに伴う予算削減，個人情報

保護要求の高まりと調査への非協力，改革の速度がきわ

めて遅いことの3つの危機を指摘している． これら危機

への対応として，多岐にわたる交通サービスの連続的計

測，ITSを活用した安価で高精度な需要の連続的把握方

法，交通行動メカニズムや交通サービスの評価構造の把

握のための詳細な意識調査，これらを統合するデータプ

ラットフォームの構築がキーであると指摘している． 

第4章までと石田の提言を踏まえ，道路交通センサス

の今後の検討の方向性について，第1章で紹介した今後

の道路交通調査における「常時把握」，「経路把握」，

「関連調査の活用」の基本3原則に従い，考察する． 

はじめに，「常時把握」という点で考える．交通量調

査や旅行速度調査については，常時観測の取り組みが進

められている22)．ODデータの常時観測が課題と考えら

れる．第2章で述べたとおり，既往の研究蓄積を参考に，

その実務適用をめざし，学識と実務とが連携の上，検討

を進めていくことが重要と考えらえる．第4章で示した

通り，特に，ETC2.0プローブ情報を利用したODの「常

時把握」は，OD作成のための時間閾値の設定方法など

今後の技術開発が必要と考えられる． 

次に，「経路把握」という点で考える．経路把握に向

けてはETC2.0プローブ情報の利活用が期待されている．
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しかしながら，ETC2.0プローブ情報は，普及途上のサン

プルデータであることから，これらサンプルデータを用

いて，尤もらしい経路を推定することも必要と考えられ

る．既往研究では，経路データや断面交通量データを利

用して，ODを推定する手法も数多く提案されている例え

ば23)~28)．このため，「経路把握」はODの「常時把握」に

も関係する重要な検討事項と考えられる．「経路把握」

は，石田の指摘する道路利用者の行動原理の解明にもつ

ながる．ETC2.0プローブ情報を利用し，道路利用者の経

路選択行動特性を把握することで，経路誘導等により大

型車の利用を適正化などの道路を賢く使う取組を支える

ために進める施策につながる． 

最後に「関連調査の活用」について考える．パーソン

トリップ調査，大都市交通センサス，物流センサスは，

対象とする移動主体，移動手段に違いはあるものの，道

路交通センサスと共通点を多く有している．道路交通セ

ンサスの見直し検討を進めていく上でも，OD調査，交

通量調査，旅行速度調査，道路状況調査の個々の調査の

改革に集中しすぎることなく，交通調査全体を俯瞰する

視点も必要と考えられる． 

5. おわりに

本稿では，今後の道路交通センサスの見直しに向け，

研究視点からの知見整理を目的として，道路交通センサ

スの変遷を紹介するとともに，道路交通センサスの見直

しとこれに関係すると考えられる既往研究を整理し，こ

れら結果を踏まえ，道路交通センサスの今後の方向性を

考察した． 

今後，道路交通センサスの見直し検討を進めていくに

あたっては，OD調査，旅行速度調査などの個別調査だ

けでなく，調査体系全体についても，学識と実務とで連

携を図りながら進めていくことが重要と考えられる． 

本稿で整理した既往文献については，過去からの研究

蓄積の一部にすぎないことから，個々の既往研究の深堀

りとともに，交通調査の見直しに関係すると考えられる

既往文献を広く調査して行く必要があると考える．  
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